　　　菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　市長は、地域金融機関との共創により、中小企業者等の産業分野におけるカーボンニュートラルの実現を推進するため、地域金融機関が取り扱う脱炭素コベナンツローンを契約する中小企業者等に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関しては、菊川市補助金等交付規則（平成17年菊川市規則第29号。以下「規則」という｡)及びこの要綱の定めるところによる。
（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
　(1) 地域金融機関　菊川市内に本店又は支店を有する金融機関をいう。

　(2) 中小企業者等　中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者又は当該中小企業者が組織する団体並びに常時使用する従業員の数が300人以下の医療法人、社会福祉法人及び特定非営利活動法人であって、市内に主たる事務所又は事業所を有するものをいう。
　(3) カーボンニュートラル　地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第２条の２に規定する脱炭素社会をいう。
(4) 脱炭素コベナンツローン　金銭消費貸借契約であって、借主があらかじめ約定した脱炭素化（地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）第２条第６項に規定する脱炭素化をいう。）に資する事業計画の進捗に応じて、契約条件を変動させるものをいう。
(5) シンジケートローン方式　金銭消費貸借契約において、一の契約書及び契約条件に基づき資金の貸付を複数の金融機関が行う方式をいう。
(6) アレンジャー　シンジケートローン方式による金銭消費貸借契約を締結する際に、貸付けを行う金融機関の組成を行う金融機関をいう。
　（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という｡)は、中小企業者等であって、次の各号のいずれにも該当するものをいう。

　(1) 市税に滞納がないこと。

　(2) 国又は地方公共団体との契約に関して指名停止を受けていない者であること。

　(3) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４各号に該当しない者であること。
　(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立て（更生手続開始の決定を受けている場合を除く｡)又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立て（再生手続開始の決定を受けている場合を除く｡)がなされていない者であること。
(5) 政治活動又は宗教活動を目的としない事業を行う者であること。
(6) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）に規定
　　する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係る接客業務受託営業を行わない者であるこ
と。

(7) この要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと。

（補助対象事業）

第４条　補助の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、地域金融機関等が取り扱う脱炭素コベナンツローン（シンジケート方式の場合にあっては、アレンジャーが地域金融機関に限る。）による融資を受ける事業とする。
（補助対象経費）
第５条　補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という｡)は、補助対象者が地域金融機関から補助の対象を調達するために要する取扱手数料（消費税及び地方消費税相当額を除く｡)とする。ただし、他の補助金、交付金等の対象となるものにあっては、補助対象経費から当該補助金、交付金等の額を控除するものとする。
（補助金の交付額等）

第６条　補助金の交付額は、補助対象経費の２分の１以内とし、15万円を限度とする。ただし、その額に1,000円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。
（交付の申請）

第７条　補助金の交付を申請しようとする中小企業者等（以下「申請者」という｡)は、菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(1) 補助対象経費が確認できる書類の写し
(2) 経営状況を明らかにするもの（法人の場合は決算書（貸借対照表又は損益計算書）
及び法人事業概況説明書（両面）とし、個人の場合は、確定申告書とする｡)
(3)その他市長が必要と認める書類
２　前項の申請書は、市長が別に定める日までに１部提出しなければならない。
（交付の決定の通知）

第８条　市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定し、その旨を菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。
（交付の条件）
第９条　市長は、補助金の交付の決定に当たり、次に掲げる条件を付するものとする。
(1) 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、あらかじめ市長の承認を受けなければならないこと。
ア　補助事業の内容の変更をしようとするとき。
イ　補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
ウ　補助事業に要する額の変更をしようとする場合(20パーセント以下の減額の場合を除く｡)
(2) 補助事業の調達が年度内に完了しない場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならないこと。
(3) 補助金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、並びにこれらの帳簿及び書類を補助金の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければならないこと。
(4) 市長の求めがあったときは、各年度における脱炭素に係る事業計画等の進捗を報告しなければならないこと。
(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要であると認める事項を遵守すること。

（交付の申請の取下げ）

第10条　補助金の交付申請の取下げをするときは、菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付申請取下書（様式第３号）を市長に提出するものとする。
（変更の承認申請）

第11条　第８条の規定による補助金の交付の決定の通知を受けた申請者が申請の内容を変更しようとする場合は、菊川市脱炭素投資促進事業補助金変更承認申請書（様式第４号）及び補助対象経費変更内容が確認できる書類の写しを市長に提出しなければならない。
（変更の承認）

第12条　市長は、前条第１項の申請書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、その変更を承認し、その旨を菊川市脱炭素投資促進事業補助金変更交付決定通知書（様式第５号）により当該申請者に通知するものとする。
（実績の報告）

第13条　補助事業が完了したときは、菊川市脱炭素投資促進事業実績報告書（様式第６号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
(1) 補助事業に係る地域金融機関との融資契約書の写し
(2) 融資を受けたことが確認できる書類
(3) 補助対象経費に係る領収書等の写し
２　前項の実績報告書は、事業完了の日から起算して30日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月10日のいずれか早い日までに提出しなければならない。
（交付の確定）

第14条　市長は、前条第１項の実績報告書の提出があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付確定通知書（様式第７号）により当該申請者に通知するものとする。
（請求の手続）
第15条　前条の規定による補助金の交付確定通知を受けた中小企業者等が当該補助金の交付の請求を行おうとするときは、菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付請求書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。
２　前項の請求書は、前条の交付確定通知書を受領した日から起算して10日以内に１部提出しなければならない。
（交付の決定の取消しの通知）

第16条　市長は、規則第14条第１項の規定により、補助金の交付の決定を取り消した場合は、その旨を菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付決定取消通知書（様式第９号）に当該申請者に通知するものとする。
（補助金の返還請求）
第17条　市長は、規則第15条第１項の規定により、補助金の返還をさせる場合は、当該申請者に対し、菊川市脱炭素投資促進事業補助金返還請求書（様式第10号）により当該補助金の返還の請求をするものとする。
（補則）
第18条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この告示は、令和７年４月１日から施行する。
様式第１号（第７条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付申請書
　　年　月　日　
菊川市長　氏　　　　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者部署名　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先（電話）　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（E-mail）　　　　　　　　　　
菊川市脱炭素投資促進事業補助金について、下記のとおり交付申請します。
記
１　地域金融機関の情報及び契約予定内容
　(1) 金融機関名　
　(2) 契約予定日　　　　年　月　日
　(3) 契約期間　　　　　年
　(4) 資金使途
　(5) 融資額
　(6) ＫＰＩ又はコベナンツ　※脱炭素又は脱炭素につながる環境指標の改善に関するもののみで可
２　交付申請額
　補助対象経費　　　　　　円（Ａ）
　　（Ａ）　　　　　　円×１/２＝（Ｂ）　　　　　　円
　交付上限額： （Ｃ）　　　　　　　円
　交付申請額：（Ｂ）又は（Ｃ）のいずれか低い額　（Ｄ）　　　　　　円
様式第２号（第８条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付決定通知書
第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様
菊川市長　氏　　　　　名　
　　　年　月　日付けで申請があった菊川市脱炭素投資促進事業補助金の交付について、次のとおり決定します。
　交付決定額　　　　　　円
様式第３号（第10条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付申請取下書
第　　　号　
年　月　日　
　菊川市長　氏　　　　　名　宛
住所又は所在地
氏名又は名称
　　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付決定を受けた菊川市脱炭素投資促進事業補助金について、下記のとおり交付の申請を取り下げます。
記
１　交付申請の取下げ理由
２　取下げをする交付申請に係る補助対象経費及び交付決定額
様式第４号（第11条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金変更承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　菊川市長　氏　　　　名　宛
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
　　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付決定を受けた菊川市脱炭素投資促進事業補助金について、下記のとおり事業の変更を申請します。
記
１　事業の計画変更の理由
２　計画変更の内容
様式第５号（第12条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金変更交付決定通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　号　
　年　月　日　
　氏　　　　　名　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　菊川市長　氏　　　　　名　
　　　年　月　日付けで変更申請のあった菊川市脱炭素投資促進事業補助金の交付について、次のとおり決定します。
　　　交付決定額　　　　　　　　円

様式第６号（第13条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金事業実績報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　月　日　
　菊川市長　氏　　　　　名　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　
　　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付決定を受けた菊川市脱炭素投資促進事業について、下記のとおり事業が完了したので報告します。
記
１　事業実施内容
(1) 完了の年月日　　　　　年　月　日
(2) 金融機関名
(3) 契約日　　　　　　　　年　月　日
(4) 契約期間　　　　　　　年
(5) 資金使途
(6) 交付決定額　　　　　円
(7) ＫＰＩ又はコベナンツ
(8) 補助金の交付申請書と相違した場合はその理由
２　交付申請額
　補助対象経費　　　　　　円（Ａ）
　　（Ａ）　　　　　　円×１/２＝（Ｂ）　　　　　　円
　交付上限額：（Ｃ）　　　　　　　円
　交付申請額：（Ｂ）又は（Ｃ）のいずれか低い額　（Ｄ）　　　　　　円
様式第７号（第14条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付確定通知書
第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様
菊川市長　氏　　　　　名　
　　　年　月　日付け　第　号により決定した菊川市脱炭素投資促進事業補助金の交付について、次のとおり確定します。
１　交付確定額　　　　　円
２　交付決定額　　　　　円
様式第８号（第15条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付請求書
金　　　　　　　　円
　ただし、　　年　月　日付け　第　号により補助金の交付の確定を受けた菊川市脱炭素投資促進事業補助金として、上記のとおり請求します。
　年　月　日　
　　菊川市長　氏　　　　　名　宛
住　  　所　　　　　　　　　　　　　　　
申込者　事業所名称　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　    　　　　　　　
電話番号　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	口座振込先
金融機関名
	金融機関名
	
	口座種別
	普通・当座
その他（　　　　　　）

	
	本・支店名
	
	口座番号
	

	フリガナ
	

	口座名義
	


様式第９号（第16条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金交付決定取消通知書
第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様
菊川市長　氏　　　　　名　 eq \o\ac(□,印)　
　　　年　月　日付け　第　号による菊川市脱炭素投資促進事業補助金の交付の決定の全部（一部）を次のとおり取り消します。
１　交付決定の取消額
　(1) 交付決定額　　　　　　　　　円
　(2) 今回取消額　　　　　　　　　円
　(3) 更正決定額　　　　　　　　　円
２　取消しをする理由　
３　取消しをする事業の内容（取消額の算定基礎）
様式第10号（第17条関係）（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
菊川市脱炭素投資促進事業補助金返還請求書
第　　　号　
年　月　日　
　氏　　　　　名　様
菊川市長　氏　　　　　名　 eq \o\ac(□,印)　
　　　年　月　日付け　第　号により交付の決定をした菊川市脱炭素投資促進事業補助金については、このたび当該補助金の交付の決定を別途　　年　月　日付け　第　号により取り消したので、既に交付済みの補助金について、次のとおり返還の請求をします。
１　返還を請求する補助金の額
　(1) 更正決定額　　　　　　　　円
　(2) 交付済額　　　　　　　　円
　(3) 返還請求額　　　　　　　　円
２　返還納付すべき期限　　　年　月　日
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